（様式３）専任特例２号　
監 理 技 術 者 兼 務 届
  令和　　年　　月　　日
志免町長  様
	
	住　所
	

	受注者
	商号又は名称
	

	
	代表者
	


次の工事について、監理技術者制度運用マニュアル（国土交通省）に基づき、専任特例２号の要件を全て満たしているため、同一の専任の監理技術者が管理することとしたいので届け出ます。
	監理技術者氏名
	

	監理技術者連絡先
	通常：
	緊急時：

	新たに兼務する工事
	工 事 名
	

	
	工事場所
	

	
	工    期
	令和　　年　　月　　日 から 令和　　年　　月　　日 まで

	
	請負代金額
	                                                円

	
	発注機関名
及び担当部署
	

	
	監督員氏名
	

	
	監理技術者補佐氏名
	
	連絡先：

	
	備    考
	

	既に監理技術者となっている工事
	工 事 名
	

	
	工事場所
	

	
	工    期
	令和　　年　　月　　日 から 令和　　年　　月　　日 まで

	
	請負代金額
	                                                円

	
	発注機関名
及び担当部署
	

	
	監督員氏名
	

	
	監理技術者補佐氏名
	
	連絡先：

	
	備    考
	

	監理技術者兼務期間
	令和　　年　　月　　日 から 令和　　年　　月　　日 まで


兼務の要件（専任特例２号）
	１　各工事に監理技術者補佐（注１）を専任で置くこと。
　（注１）監理技術者補佐は、次のいずれかに該当する者とする。ただし、工事の種類が、機械器具設置工事、さく井工事、消防施設工事又は清掃施設工事の場合は、⑵に限る。
　　⑴　当該工事の種類にかかる主任技術者の資格を有する者のうち、一級の技術検定の第一次検定に合格した者（一級施工管理技士補）
　　⑵　当該工事の種類にかかる監理技術者の資格を有する者
２　兼務する工事の数は、２件を超えないこと。
３　監理技術者と監理技術者補佐の間で常に連絡がとれる体制であること。


※ 添付書類
１　配置する監理技術者補佐の資格を証明する書類（資格者証の写し）
２　配置する監理技術者補佐の直接的な雇用が確認できる書類（次のいずれかの書類の写し）
①　監理技術者資格者証
②　市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書
③　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書
④　所属会社の雇用証明書
⑤　その他公的機関の発行した書類で常勤の確認ができるもの
※ 他の発注機関の工事と兼務する場合
	（他の発注機関の承認欄）

	  上記監理技術者の兼務について承認します。

	令和　　年　　月　　日
	発注機関名   　　                                   印


2

